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Ⅲ-Ⅲ．CIMAC WG5 “Exhaust Emission Control” 
Web 国際会議(2022 年 5 月)出席報告 

 
CIMAC WG5 国内対応委員会 

主査 佐藤 純一 * 
 

1. はじめに 
2022 年 5 月に Web 会議で開催された第 72 回 CIMAC 
Exhaust Emission Control Working Group (以降 WG5
と称する)に参加したので、その概要について報告する。 
 
2. 開催日時および場所 
2022 年 5 月 2 日、3 日 19 時から 23 時  Web 会議 
 
3. 出席者 
Web 会議の参加者は以下である。 
Daniel Peitz (HUG Engineering ,Switzerland)(議長) 
Heikki Korpi (Wärtsilä Finland ,Finland) （書記） 
Maximilian Bierl (FEV Europe, Germany) 
Matthew Bloss (Bergen Engines, Norway) 
Johan Boij (Wärtsilä Finland, Finland) 
Olivier d'Olne (Aderco Marine, Belgium) 
Michael Engelmayer (Large Engines Competence 

Center, Austria) 
Dirk Kadau (Winterthur Gas & Diesel, Switzerland) 
Adam Klingbeil (Wabtec Corporation, USA) 
Dorte Kubel (MAN Energy Solutions , Denmark) 
Hervé Martin (Turbo Systems Switzerland，

Switzerland：旧 ABB Switzerland) 
Joseph McCarney (Johnson Matthey, UK) 
Mark Penfold (ABS Europe, UK) 
Rom Rabe (Wismar University, Germany) 
Matti Salo (TT-Gaskets, Finland) 
Junichi Sato (IHI Power Systems, Japan) 
Kate Jensen (Alfa Laval Aalborg, Denmark) 
David Schwarz (Rolls Royce Solutions, Germany) 
Johanna Vestergård (Wärtsilä Finland, Finland) 
Sven Vosteen (Caterpillar Motoren, Germany) 
Hans-Philipp Walther (MAN Energy Solutions, 

Germany) 
Peter Wania (DNV, Germany) 
Max Wu (Lloyd's Register, UK) 
 
4. 審議内容 
4.1 前回議事録の承認 
Web 会議は Peitz 議長の司会により進められ、Web 会議
参加者の自己紹介が行われた。 
前回議事録案は承認された。 
 
4.2 IMO と EU の動向 
MAN 社の Kubel 氏から IMO の状況が報告された。 
 

1）ブラックカーボン（BC） 
MEPC77（2021 年 11 月）で、北極圏またはその近くで船

舶は留出燃料または他のよりクリーンな燃料に切り替え

る自主決議に合意した。PPR9 で「自主的な低 BC 基準」

をさらに検討するために、新しい通信部会を結成した。 
測定方法として FSN を優先するが、LII と PAS はまだリス

トに記載されている。通信部会（デンマークが議長を務め

る）は、議論の中で文書 PPR 9/8/1（フィンランドとデンマ

ーク）およびPPR9/8/4（IMarEST：The Institute of Marine 
Engineering, Science and Technology）の提案も検討す

る。最新の情報によると、通信部会は IMarEST 文書に基

づいて最初の提案を行い、船上での測定/監視に基づい

た制御を提案する。重要な定義すべき項目として、スコー

プ、必要な書類、しきい値、測定手法があり、検討結果は

PPR10（2023 年 4 月）に報告する予定である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2) Multiple engine operational profiles (EOPs) 
PPR 9 にて、NOX 規制の有効性を弱めない限り、複数の

エンジン動作プロファイル使用の許可に同意した。新しい

通信部会は、IMO規制の詳細な修正、モードポイント外の

オフサイクル NOX 排出量の管理を検討し、EIAPP に関す

るテストサイクル用語とアプリケーションと技術的な定義を

明確にする課題がある。2023 年の PPR10 に報告予定で

ある。 
3）Exhaust gas cleaning systems (EGCS) 
MEPC77 で EGCS の新しいガイドラインは承認された。

PPR 9 は、「リスクと影響評価のガイドライン」と「EGCS 残
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留物の供給に関するガイダンス」に合意し、それらは

MEPC 78（2022 年 6 月）で承認される予定である。 
PPR10 に向け未解決の問題として、MARPOL 附属書 VI
の改正案の作成、放流水分析結果（化学的および毒物学

的）のためのデータベースの確立がある。 
4)SCR ガイ ドライ ンの改定（ MEPC 77/11/2, MEPC 
77/INF.6 & IACS MPC 112） 
MEPC77 へ 77/11/2 が提出され、SCR ガイドラインの改

訂 の 提 案 が さ れ た 。 提 出 に は 、 IACS UI( （ Unified 
implementation） MPC112 からの情報が含まれている。

PPR9 はこのトピックについて短い議論を行い、SCR ガイ

ドラインの改訂に関する新しいアウトプットについて一般

的な合意があったが、アウトプットはさらに改善する必要

がある。新しい提案は、委員会の将来のセッション MEPC 
79（2022 年 12 月）に提案される。SCR ガイドラインの改

訂が必要であり、すでに進行中であることが議論されたが、

IMO プロセス（最短で MEPC 80 2023 年 7 月）では時間

がかかる。短期的には、IACS UI MPC112 rev.1 は引き

続き有効である。NOX センサーの精度要件が明確でない

課題がある。 
5）メタンと LCA(Life Cycle Assessment)ガイドライン 
ISWG-GHG 9 （ Intersessional Working Group on 
Reduction of GHG Emissions from Ships）（2021 年 9
月）は CO2、N2O 、CH4 を対象とする LCA ガイドラインの

作成、メタンスリップは LCA ガイドラインの対象になる同

意があった。メタンと N2O は活発に議論されており、これ

らは個別の規制としてではなく、LCA ガイドラインの一部と

して扱われる。LCA ガイドラインは、ISWG-GHG 11 で

2022 年 4 月に以下の詳細な議論が行われた。 
- 主な現在および予想される将来の船舶用燃料に関す

る LCA ガイドラインを作成するための合意 
-  CO2、N2O 、CH4 の Well-to-Tank および Tank-to-

Wake 排出量をカバーする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 基本として 100 年間の地球温暖化係数（GWP100）で

あり、比較のために GWP20 が含まれる場合がある。 
値が「低すぎる」場合、排出量が少ないものは常に認

証する必要があり、デフォルト値が高すぎる場合、平

均よりも排出量が多い値を使用し、改善のインセンティ

ブがなくなる可能性がある。 
- LCA ガイドラインは、独立した技術ツールになる 

デフォルト値には問題がある可能性があることが議論

された。 
MEPC78 で、GHG 排出量の計算と認証を含むガイドライ

ンをさらに発展させるために、新しい通信部会を設立する

必要がある。検討内容は舶用燃料の Well-to-Tank およ

び Tank-to-Wake アプローチ、NOx テクニカルコードでの

メタンスリップの計測法の検討などがあり、12 月の

MEPC79 に報告予定である。 
LCA ガイドラインを完成させるには、特に規制の実装方法

を決定するため時間がかかる。 
 
4.3 CIMAC GHG Strategy Group の状況報告 
Turbo Systems の Martin 氏から CIMAC GHG Strategy 
Group の状況が報告された。 
GHG に関するホワイトペーパーを提供し続けている。一

般的なホワイトペーパーがすでに発行され、その後、より

詳細なホワイトペーパー（メタノール、バイオ燃料、アンモ

ニア、水素など）発行のためのワークショップの開催を計

画している。 
 
4.4 バイオ燃料と NOx 
MAN 社の Kubel 氏から IMO の状況を含め報告された。 
IACS MEPC77/7/7 は PPR9 で議論され、バイオ燃料と

バイオ燃料ブレンドは、テクニカルファイル記載のコンポー

ネント/設定に従ってエンジンを運用するという条件で、

NOX 排出量の評価なしで使用できるという結論に達した。 
「非生物起源の再生可能燃料」（RFNBO: Renewable 
fuels of non-biological origin）は、詳細な議論の時間が

なかったため、PPR での解釈には含まれないが、提案は

支持されており、将来検討する必要がある。 
IACS 文書は、前向きな改善と確実なソリューションと見な

されている。UI は既存の問題の迅速な解決策であり、長

期的には MARPOL 条約の本文に変更が加えられる可能

性がある。 
WG5 の船級協会のメンバーから、燃料が石油ベースかを

定義するために 30％の混合制限が導入された説明があ

った。また、UI の 12.2 および 12.3 は、バイオ燃料の運用

の要件を定義している。 
- 12.2 エンジンのコンポーネントまたは設定が変更され

ていない場合、バイオ燃料での操作が許可されている。 
- 12.3 測定が必要な場合に可能な測定方法とマージン

を定義する。 
UI は、本年 6 月の MEPC78 によって正式に承認される

予定である。 
 
4.5 EU の規制動向 
EU で審議されている規制のアップデートに関する情報に
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ついて、RR 社の Schwartz 氏から報告があった。 
1) CESNI / ES-TRIN 
CESNI（www.cesni.eu）（EUROPEAN COMMITTEE 
FOR DRAWING UP STANDARDS IN THE FIELD OF 
INLAND NAVIGATION）にて ES-TRIN（2023）

（European Standard laying down Technical 
Requirements for Inland Navigation vessels）標準の更

新バージョンを作成中である。CESNI は、2022 年から

2023 年の間に ES-TRIN に代替燃料の基準を導入する

ためのタイムラインを作成した（技術的要件、安全性、経

済的側面）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）EU タクソノミー 
他の 4 つの環境目標に関する委任法（DA）の持続可能な

金融プラットフォームの最終報告書が 2022 年 3 月 30 日

に発行された。 
2022 年 4 月 11 日の内陸水路の専門家のための持続可

能性プラットフォーム（ST8 water）会議の概要は以下であ

る。 
- IWV(Inland waterway vessel)に適さない速度制限 
- 必要な e-燃料を含めるための基準のレビュー（テール

パイプ CO2 ゼロだけでなく） 
- Taxo4：2025年までのステージV –最新のステージ（時

間制限なし） 
RFNBO は、FuelEU maritime にも関連して議論されてき

た。 
｢well to wake 」アプローチを導入し、RFNBO を含めるた

め、タクソノミーの基準が改訂される予定である。 
3) FuelEU Maritime 
FuelEU Maritime は EU 理事会と EU 議会で協議中であ

る。 
Transport & Environment （2022.4.21）で作成された削

減目標に RFNBO を追加する新しい提案がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.6 アジアの規制動向 
IHI 原動機の佐藤が、日本とアジアの規制動向を報告した。 
世界の排出量の 33％以上を占める 60 の関係者が、

2050 年以前にネットゼロの目標を発表した。 
すでに 14 の締約国が法的な目標を含めており、39 の締

約国の合計で世界の排出量の 56.6％を占めている。 
日本では 2050 年のカーボンニュートラルに向けたグリー

ン成長戦略が進んでおり、2022 年 4 月に、5 つの法律改

定（省エネ法、高度化法、JOGMEC 法、鉱業法、電気事

業法）が国会で審議された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.7 中国の規制動向 
中国代表の参加がなく、メンバーからチャットで、経済的な

理由で政策変更の可能性がある資料の提供があった。 
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https://www.power-eng.com/coal/china-promotes-coal-
in-setback-for-efforts-to-cut-emissions/ 
経済発展の必要性を理由による石炭火力使用の段階的

な廃止政策への影響などが記載されている。 
 
4.8 北米の規制動向 
北米の規制動向のアップデートがないことから報告がな

かった。 
 
4.9 陸用プラント規制動向 
Wärtsilä 社の Boij 氏から EU タクソノミーの動向について

報告があった。 
1）EU タクソノミー 
「気候委任法」の最初のバージョンには、天然ガスと原子

力は含まれなかった。 
タクソノミー補完気候委任法（CDA）には、エネルギー部

門から EU タクソノミーへの追加の経済活動が含まれてい

る。 ドラフトは原則として EC2.2.2022 によって 2022 年 3
月 9 日に承認され正式に採用された。 EU 議会と理事会

は、承認または却下するのに 4 ケ月の猶予がある。 承認

された場合、CDA 法は 2023 年 1 月 1 日に発効する。 
定置エンジンメーカーに最も関連するパートは次のとおり

である。 
4.29 化石燃料からの発電 
4.30 化石ガス燃料からの熱/冷熱および電力の高効率コ

ージェネレーション 
4.31 効率的な地域冷暖房システムでの化石ガス燃料か

らの熱/冷却の生成 
4.29 の実質的な貢献（SC）の技術的スクリーニング基準

（TSC）には、以下が必要である。 
- ライフサイクル GHG が 100gCO2e/kWh 未満または 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 2030 年 12 月 31 日までに建設許可が付与された施

設の場合、直接 GHG が 270 g CO2e / kWh 未満、ま

たは 
- 年間 GHG 排出量が 20 年間で平均 550 kg CO2e/kW

を超えない。 
排出制限に加えて、活動によって生成された電力が再生

可能エネルギー源によって効率的に置き換えられない可

能性があること、低炭素ガス燃料の同時燃焼との互換性、

再生可能または低炭素燃料への変更スケジュールなど、

合計 7 つの追加基準が必要である。 
また、排出量を監視するための機器の要件が含まれてお

り、バイオ燃料を使用する場合は、EU 2018/2001（再生

可能エネルギー指令、RED II）の基準に準拠する必要が

ある。 
Euromot は、2030 年以前に許可されたプラントの要件に

関するフィードバックを提供したが、業界のフィードバック

はほとんど無視された。ただし、最新のドラフトではいくつ

かの改善が導入された。 
秋には第 2 次委任行為（環境目標）が導入される予定で

ある。 
 
5. サブグループ（SG）の活動状況報告 
WG5 からの提案書などの発行のため、4 つのサブグルー

プの活動状況が報告された。 
1)Future fuels emission control 
次世代燃料の排ガス規制について会議を開催し進捗させ

る。 
2）Low CO2 technology 
CCS や CCU について夏季休暇前にペーパ案を完成予

定である。 
3) Review & outlook topics 
排ガス規制、排ガス制御などを夏季休暇前にコメントを集

める。 
4) Emission monitoring 
遠隔監視、オンラインコンプライアンス、センサーなどのド

ラフトを夏季に作成しメンバーの意見を求める。 
 
6. その他のトピックス 
メンバーから以下の見解や情報提供があった。 
1） NOX テストサイクルについて IMO に最近提案があり、

大気汚染の通信部会で検討すべき意見があった。 
2） 一部の港で開ループ EGCS の使用禁止がある。ロー

カルで規制されるので注意が必要である。 
3） 地中海で SOX ECA が IMO で検討され 6 月の

MEPC78 で正式に提案され、早ければ 2025 年 1 月 1
日から規制が開始される。NOX ECA ではない。 

4） CIMAC は秋に週間セッションを計画している。 
 
7. 次回会議 
11 月初旬にフランクフルトの VDMA で CIMAC WG 会

議が予定されている。WG5 は 11 月 2 日および 11 月 3
日に会議を予定する。中間会合として 2023 年 2 月 14 日

にウェブ会議を開催予定である。 
 


